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青森県県土整備部都市計画課

１　総則
（１）　企画提案書は公告時の公表資料に基づき作成し、一次審査時に１部郵送または持参し、二次審査時（プレゼンテーション時）に６部持参すること。
（２）　企画提案書については採点対象外とする。

２　作成要領
（１）　企画提案書の資料内容について
ア　企画提案書は、【別紙１】業務仕様書のほか、【別紙３】審査要領内表２.二次審査評価シートを参照し、二次審査時のプレゼンテーション内容に即した形の資料内容とすること。また、専門知識がない審査委員が評価するため、できるだけ平易な表現で分かりやすく具体的に作成すること。なお、プレゼンテーション時に配布する企画提案書は一次審査時に提出するものから変更・修正は認めない
イ　上記内容以外にも、本県にとって有益になると思われるものについては、積極的に提案すること。
ウ　造語や略語は、専門用語又は一般用語を用いて初めて出た場所に定義を記述すること。
（２）　構成および内容について
企画提案書は次のとおりの構成とすること 。
ア　会社概要
事業内容を含め、不足なく記載すること。
イ　業務実績
地方公共団体、公営企業への導入実績を提示すること。
ウ　実施体制・技術者
有資格者、業務経験者の配置を含め、本業務への人員体制について提示すること。参加資格の技術士資格以外にも、アセットマネージャーや情報処理技術者等の資格があれば記載すること。
エ　構築期間中のサポート体制
本業務を円滑に進めるためのサポート体制について提示すること。
オ　本業務に対する取り組み方針
本業務の目的達成のための取り組み方針について、具体的に提示すること。
カ　スケジュール
各工程での受託者と本県の役割分担、工程名称、工程期間、作業内容などについて提示すること。
キ　システムの概要
システムの設計思想・コンセプトや、各種機能が相互にどう関連しシステムを構成しているか等について提示すること。
ク　機能
各機能及び利活用方法について提示すること。
ケ　テスト運用・職員研修
期間内で、職員による十分なテスト運用ができるよう、操作研修の体制及び実施方法について提示すること。
コ　システムの管理、運用・保守
以下の項目ごとに提示すること。
①　サービスの提供時間、定期保守体制や運用・保守支援内容について提示すること。
②　システムのバージョンアップへの対応について提示すること。
③　システム異常や障害発生時の連絡体制・復旧方法などの保守対応について提示すること。
④　データバックアップの考え方や実施内容について提示すること。
⑤　利用料以外の追加費用発生の可能性と発生ケースについて、具体的に提示し、ランニング費用抑制について提案すること。
　（３）　機能要件チェックシートについて
企画提案書の表紙の上に、「別添-１機能要件チェックシート」を添付すること。提案システムが機能項目を満たす場合は、「要件を満たすかの可否」の項目に○を付けて作成すること。項目内に○が全て付き、機構項目を全て満たしていることがわかるようにすること。満たしていない要件が１件でもある場合、提案者をプレゼンテーション参加者として選定しないものとする。
　（４）　書式について
ア　企画提案書は、プレゼンテーション（デモンストレーション含む）時間４０分を考慮し作成すること。ページ数は３０ページ以内とし、機能要件チェックシート、表紙、裏表紙、目次をつけ、機能要件チェックシート表紙、裏表紙、目次以外のページには一連のページ番号を記載すること。なお、機能要件チェックシート、表紙、裏表紙、目次はページ数に含まないものとする。
イ　使用する用紙は原則としてA４縦向き、横書き、両面カラー印刷とする。また、A３判の挿入も可とする。ただし、A３判は２ページ換算とし、片面カラー印刷とする。
ウ　印刷した企画提案書は、左側2箇所のホチキス留めとし、ファイル綴じは不要とする。


別添１（機能要件チェックシート）
	機　能
	内　　容
	要件を満たすかの可否

	基本機能
	

	拡大・縮小・移動
	マウスのみで操作
	

	表示制御
	施設やメモ等の表示/非表示を設定
	

	図形表示
	施設の図形情報を表示
	

	属性表示
	施設の諸元情報を表示
	

	関連情報表示
	各施設やメモに写真、図面等の登録と表示
	

	検索と主題図作成
	施設による検索、施設情報による施設の色分け表示
	

	メモ管理
	任意の場所にメモを登録、メモ区分による色分け表示やメモのステータス管理
	

	印刷
	任意の様式で印刷
	

	アカウント管理
	利用者は、管理者、一般ユーザ、ゲストユーザで機能を制限
	

	維持管理情報管理
	巡視・点検・調査等の維持管理記録を登録・閲覧、所定の様式から一括で取込む機能
	

	その他
	

	対応OS
	Windows１０以降利用可能
	

	ライセンス
	システムへの同時アクセスは５台以上可能であること
ストレージ使用領域は５GB確保すること
※災害時は同時利用アクセス制限を解除すること
	



